
事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート

事業実績

-

評価指標

事業の計画・内容

）

評価

整備内容 運営体制

1

2

3

4

事業費（人件費除く）の財源内訳

ソフト事業

2

活動指標 単位
実績値

H19 H20 H21 H22

目標値

地域づくり懇談会(自治会伊賀支部役員との懇談)

回

地域
3

実績 3

住民自治地区連合会(地域自治推進会議）の開催

地域まちづくり計画見直し
目標

2
実績 2

6

3

4
目標 3
実績 3

H22

6

Ａ 現状維持
現状どおり事業を進める。支所で行っている住民自治協議会に関する事務を地区市民センターに一部移行
していく。

目標値

回
目標 2 目標

30

28

目標

実績

50 55
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14
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コード 名            称

01

02

一般会計

総務費

細目

細々目

款

コード

住民自治協議会推進経費

豊かさを実現するための地域に合った施策を住民
自らが選択する 目

住民自治協議会への支援体制の整備

区分

会計

項

名               称

127

62

事業名

基　本
施　策

数量 金  額 金  額単位単位 数量数量 金  額単位 事 業 内 容事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位事 業 内 容単位 数量 金  額単位

51
4,0093 地域

改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント

効率性

3

4

必要性

有効性

3

4

達成度

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
訳 4,637

4,637 4,060
4,557
4,557

4,360

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

4,060 4,060

3

2

人0.6

4,060
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

伊賀市自治基本条例第27条第1項各号に基づき住民自治協議会への支援が必要である。

住民自治協議会の事業及び活動の取組みが活性化することにより、住民主体のまちづくりが実現する。

定期的な住民自治地区連合会や地域づくり懇談会の開催により情報共有を図り、事業及び活動見直しや新規事業の取
り組みに役立った。

現状どおり支援を図る必要がある。交付金のうち人件費については、地区市民センターが開設された時点で削減する。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容

4,060

支援交付金
消耗品等

総合評価 事業の方向性

9104

240

事業の成果を測る指標

地域まちづくり計画に基づく事業
取組状況

評価項目 ポイント

自治振興費

住民自治協議会推進経費

住民自治協議会推進経費

4,360　 Σ

総務管理費

　 　

　 (千円)
3 地域

8,380

0.60.7 人 5,040 人件費（Ｂ）

4,060

4,009
51

地域

事業費計(A) 　
　 　 　

Σ

支援交付金 3

　 　 　

0.6

Σ 4,060

4,060

　

人 4,320

　

(千円)

51
4,009地域

　 (千円)

消耗品等

10,317

　

人件費（Ｂ）

　 Σ

人 5,760 人 4,320

事業費計(A)

人件費（Ｂ）

4,557

人件費（Ｂ）

　

0.8

事業費計(A)
　
事業費計(A)

人件費（Ｂ） 0.8 人 5,760

10,397

4,637事業費計(A)
　 　

　 Σ

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容

49
3

平成１９年度 決算内容

住民主体のまちづくり活動の活性化を図る

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

3

　

（Ａ）

事業投入人員

進捗率
(％)

地域

状
況
変
化
等

　

金  額

施　策

202

備
考

成果（どうなるのか）

事
業
内
容

4,560
77

1

開始年度 平成

事
業
目
的

基本計画該当頁

事
業
内
容

委託
進
　
捗
　
状
　
況

年度

工事

3
消耗品等

(千円)
支援交付金
消耗品等

地域
51

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

6

①住民自治地区連合会を年4回開催し、活動や事業の取組等
について情報交換や情報提供等を行った。また、自治会連合
会伊賀支部役員との情報交換・情報提供を行い、相互の情報
の共有を図り互いの地域活動の支援を行なった。
②地域まちづくり計画に基づく事業や活動などに対し支援交
付金の交付を行なった。

・伊賀市住民自治協議会の財政支援に関する要綱に基
づく支援交付金の交付算定基準を見直し、平成19年4月１
日から施行。
・平成19年度から住民自治協議会の財政支援として伊賀
市地域活動支援事業補助金制度を創設。
・平成20年4月1日西柘植地区市民センター開設。
・平成20年12月1日壬生野地区市民センター開設。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

住民自治協議会及び市民

（※対象件数

根拠法令・要綱等 伊賀市自治基本条例・住民自治協議会に関する規則・伊賀市住民自治協議会の財政支援に関する要綱

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

平成２０年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

4,557

　
支援交付金
消耗品等

4,508

4,320

支援交付金
消耗品等

4,309

　 　

目標

実績

目標 6
実績 5

支援交付金

4,060

9,400 8,380

4,0604,060

8,380

平成２１年度 計画内容

4,360 4,060

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

4,3604,637

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

553000

伊賀支所住民課

終了年度 平成

評価者
氏　名

中林　千春 連絡先
45

(内線)

実績 2

H19 H20 H21

実績値
単位指標設定の考え方

事業計画件数を分母とし、実施事業を分子
とする指標とします。

％
目標

実績

目標

実績

40
実績 43
目標

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


